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課題



急性期病院退院者の経済階層別にみた退院先
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Ⅱ．【問３－８毎月負担できる金額】によるクロス集計 

１．「入院前の居住場所との異同」	
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３．問３－11①退院先の本人希望聴取の有無	
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高齢者住宅財団H27年度調査



退院先 阻害要因

地域居住の 
必要条件 
十分条件

自宅でない 
住居

介護保険施設

特養 
特定施設 

GH、小規模多機能等

サ高住 
住宅型有料 
その他

自宅

やむを得ない 
自宅

やむを得ない 
入院継続 
社会的入院

生活能力低下 
フォーマルサービスの不足 
在宅医療、看護等の導入困難 

経済的理由 
居住費等の支払い能力の欠如 
家族介護力の欠如 

単身 
老々介護 

介護困難・拒否 
居住環境 

バリアフリーでない環境 
社会関係の欠如 

互助、近助不足による孤立 
地域支援の欠如 

居住環境 
バリアフリーなど 

フォーマルサービスがある 
適切なケアマネジメント 
医療看護介護サービス 
家族介護がある 
近隣支援がある 
経済能力がある 
自宅生活継続能力 

主体的要因
自己決定の力 
選択能力 

選択のための情報

選択可能な資源の有無 
経済力 

居住費用支払い能力 
適切な支援とサービス



転居（退院）先の態様
• 高齢者住まいの類型化（平成26年度調査） 

• 低所得者向け住まいのクラスター（資料別添） 

• 住宅型有料老人ホーム・低所得者ターゲットのサ高
住 

• 未届けの有料老人ホームの立ち位置とは 

• 把握されないその他住居、老人下宿等の存在？



「受け皿」としての 
未届け有料老人ホーム（平成28年度財団調査）

• 紹介経路が病院・ケアマネ・地域包括 

• 低廉な月額費用 

• 小規模・改修型 

• 届出済み住宅型有料老人ホームの低所得者向けとの違い 

• Sprinkler問題が象徴する運営コストの高騰が届出を回
避させているのではないか？



各種居住資源の供給に当たっての課題

平成２７年度社会福祉推進事業	
「これからの低所得者支援等のあ
り方に関する検討会」報告書（株式
会社野村総合研究所）より

居住に関する資源を巡る課題
「生活困窮者自立支援のあり方等に関する 

論点整理のための検討会（第４回）
（H28.12.1）」資料
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落合明美氏（高齢者住宅財団調査研究部長）作成



Ageing in Place＜定義＞

「虚弱化にも関わらず、高齢者が自立して尊厳をもち、 
　住み慣れた環境に最期まで住み続けること。 
　施設入所を遅らせ、避ける効果がある」 
(Lawton, 1973,1976; Tilson & Fahey, 1990; Pynoos, 1990;Callahan, 1993; Ivry, 1995) 

＜下位概念＞ 
　１）高齢者の尊厳を守り自立を支援する環境を守る 
　２）変化する高齢者の能力に、住まいとケアを適応させる 
　３）近隣・コミュニティ変化も含むダイナミックなコンセプト 
　４）「自宅・地域に住み続けたい」という願望に応えて、「地域に住み続けること」つま
り、最期まで（死ぬまで）の地域での居住継続 

＜手法＞ 
「住まいとケアの分離」（Goschalk, 1998; Houben, 2001)

松岡洋子氏による



住宅政策と社会保障政策



住宅政策と社会保障政策（関連法の動向）
• 介護保険法（1997、施行2000）契約制度による普遍的介護給付の導入 

• 社会福祉事業法を社会福祉法に名称変更（2000）　福祉サービス利用契約制度導入 

• 民法改正による成年後見制度の改正（2000）　 

• 高齢者の居住の安定に関する法律（2001、2011改正） 

• 介護保険法2006年改正　地域包括ケアシステムの導入、補足給付導入 

• 住生活基本法（2006、住宅建設計画法廃止） 

• 社会保障制度改革国民会議報告（2013）　地域包括ケアシステムが社会保障改革全体の理念に 

• 生活困窮者自立支援法（2013）　2018年見直し向けての検討 

• 地域包括ケアシステム強化のための介護保険法等の一部改正（2017） 

• 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（2007、2017改正）



低所得者
（生活保護受給者含

む）
高齢者 障害者 子育て世帯

（ひとり親・多子世帯） DV被害者
児童養護施設
退所者

関係者の連携

ハード面の供給

連帯保証人・緊
急連絡先の確保

入居支援等
（相談、住宅情報、
契約サポート、コー
ディネート等）

生活支援
の提供

住宅確保要配慮者等に対する居住支援施策（見取り図）（案）

生活困窮者自立支援制度（居住支援）★

対象者
支援施策

公的賃貸住宅（公営住宅・地域優良賃貸住宅等）★

母子生活支援施設★

社会的養護自立支援事業（仮称）★ 
(ひとり親及びDV被害者は、母子生活支援施設や婦人保護施設等の施設退所者に限る）

民間賃貸住宅（新たな住宅セーフティネット制度）：①登録住宅（ （入居拒否しない住宅） ★、②専用住宅（改修費補助・低所得者の家賃低廉化）★【新設】（※１）

居住支援協議会★、居住支援法人（新たな住宅セーフティネット制度）【新設】●（※１）

日常生活自立支援事業

　　住宅確保要配慮者等に対する効果的な居住支援の実現に向けては、①居住支援協議会が関係者の連携ネットワークを構築しつつ、②ハード面
の供給、③連帯保証人・緊急連絡先の確保、④入居支援等、⑤生活支援の提供、の５本柱で進めていくことが必要。

居住支援法人（新たな住宅セーフティネット制度）：①居住支援法人による家賃債務保証●、②住宅金融支援機構による家賃債務保証保険【新設】（※１）

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅
★

家賃債務保証会社（民間）：①一定の要件を満たす家賃債務保証会社を登録☆、②住宅金融支援機構による家賃債務保証保険【新設】（※１）

居住の安定確保支援事業 
（生活保護受給者）★

（※１）新たな住宅セーフティネット制度については、関連法案を平成29年2月3日に閣議決定	
（※２）課題である障害者の高齢化・重度化に対応するため、重度障害者に対応したグループホームを創設予定（H30年度～）	
（※３）高齢者向けの施策として、上記のほか「低所得高齢者等住まい・生活支援モデル事業」により、①住まいの確保支援、②入居支援及び生活支援を実施（H26～）

婦人保護施設●

婦人相談所一時保護施設●

母子・父子自立支援員★

ひとり親家庭等 
日常生活支援事業★

ひとり親家庭等 
生活向上事業★

婦人保護事業★

社会的養
護自立支
援事業（仮

称）★

児童養護
施設退所
者等に対

する自立支
援資金貸
付事業●

居住支援協議会（基礎自治体レベルの活動の充実）★

保護施設★

一部の無料低額宿泊所等

：国交省	
：厚労省	
：共　 管

☆：国	

★：都道府県、市町村	
●：都道府県	
▲：市町村

【施策】 【実際の措置等】

福祉ホーム★

地域移行支援▲

地域生活支援事業 
（居住サポート事業等）★

障害福祉サービス等 
（居宅介護・地域定着支援等）

▲

地域支援事業▲ 
（高齢者の安心な住まいの 
　確保に資する事業） 

（介護予防・日常生活支援 
　総合事業）

特別養護老人ホーム★ 
認知症高齢者グループホーム▲ 

養護老人ホーム★ 
軽費老人ホーム★ 
有料老人ホーム★

介護保険サービス▲

障害者グループホーム 
（共同生活援助を行う場）▲ (※２)

無料低額宿泊所等

保護施設★
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新しい地域包括支援体制の構築

○　これまで、高齢者施策における「地域包括ケアシステム」の構築、生活困窮者に対する「生活困窮者自立支援制度」の創設など、
各制度においても、支援の包括化や地域連携、ネットワークづくりを推進している。 

○　今後とも、地域包括ケアシステムなどを着実に進めつつ、こうしたコンセプトの適用をさらに拡げ、多様なニーズを 
　 掬い取る「全世代・全対象型地域包括支援体制」を構築していく。

地域包括ケアシステム	

（住まい・医療・介護・予防・生活支援	
を一体的に提供）

高齢者

生活困窮者自立支援制度	

（包括的な自立支援を提供）

生活困窮者

難病患者・がん患者	
の就労支援

障害が疑われる者

若年認知症・	
高次脳機能障害

全世代・全対象型	
地域包括支援体制	

すべての人が、 
年齢や状況を問わず、
その人のニーズに応じ
た適切な支援が受け
られる「地域づくり」を
進める

その他各制度における取組

高齢化	

人口減少

家族のあり方や地
域社会が変容

壮年の引きこもりと	
老親が地域で孤立

ネットワーク	
づくり

支援の包括化

地域連携
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厚労省作成資料



排除・隔離モデルから包摂モデルへ

自立者 
健常者

非自立者 
不治永患者 
逸脱者

排除と隔離と終生保護

自立 誰でもが障害を持つ

可能性の認識の共有

ノーマライゼーション

地域居住へ

コミュニティケア

包摂モデル

自立・依存の混在 

支える者と支えられる者の互換

施設は住まい化・ 
地域支援型・ 

小規模化・一時的利用に

社会防衛

高齢者・障害者ケアの理念の転換

依存

全体社会

被排除者のための部分社会 

としてのアサイラム

排除・隔離モデル

全体社会



医療モデルから生活モデルによるケアの場の再編

し

医療モデル 

療養vs養生 
モデル療養病床⇒介護医療院！？

生活モデル 

共同居住・自宅

外付け内付け

地域完結型 
フラットな連携

相談連携調整機能が不可欠≃CSW？

支援付き地域モデル

制度サービスの位置

施設介護

高齢者向け住宅

髙橋紘士作成

訪問看護
在宅医療
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がって、地域包括ケアシステム構築とは、単に地域資源の量的拡大を議論するのでは

なく、地域資源をどのようなバランスで組み合わせ、相互に連携させるかにかかわる

マネジメントの仕組みとして議論すべきテーマと理解しなくてはならない。

○ 今年度の地域包括ケア研究会では、近年の政策の動向や今後の社会構造の変化を踏ま

えて、地域包括ケアシステムの中で提供される「一体的なケア」の姿を整理するため、

2012 年度（第三期）で提示した植木鉢の絵について、改めてその構成要素を見直す

こととした。

� 介護予防・日常生活支援総合事業の実施

○ 要支援者に対する介護予防が、2015 年度より介護予防・日常生活支援総合事業とし

て実施され、介護予防は生活支援と一体的に、住民自身や専門職以外の担い手を含め

た多様な主体による提供体制へと移行していくとされた9。こうした介護予防に係る具

体的な方策の軌道修正にあわせ、従来の植木鉢に示されていた「予防」について考え

方を整理しておく必要がある。

＜進化する地域包括ケアシステムの「植木鉢」＞ 

○ 「介護予防・生活支援」は、介護予防・日常生活支援総合事業における取扱にもみら

れるように、専門職の関わりを受けながらも10、その中心はセルフマネジメントや地

域住民、NPO 等も含め、それぞれの地域の多様な主体の自発性や創意工夫によって支

えられる以上、全国一律な支援・サービスではなく、それぞれの地域の特性を反映し

た要素から構成される。

○ したがって、これまで「葉」の中に位置づけられてきた軽度者向けの予防活動の多く

は、自助や互助などの取組を通して、社会参加の機会が確保され、それぞれの人の日

9 なお、中重度者等に対する重度化予防の取組は専門職によるサービスの提供を主体として、介護の
一部として引き続き提供される。 
10 たとえば、これまでの要支援者に対する訪問介護等に相当するサービスがあるほか、地域リハビリ
テーション活動支援事業などを通じて、住民主体の活動が専門職の支援を受けることが想定されてい

る。



（地域福祉の推進） 

第４条　地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行

う者（以下「地域住民等」という。）は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域

住民が地域社会を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる

分野の活動に参加する機会が確保されるように、地域福祉の推進に努めなければならな

い。 

２　地域住民等は、地域福祉の推進に当たつては、福祉サービスを必要とする地域住民及び

その世帯が抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援状態となることの予

防又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。）、保健医療、

住まい、就労及び教育に関する課題、福祉サービスを必要とする地域住民の地域社会から

の孤立その他の福祉サービスを必要とする地域住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活

動に参加する機会が確保される上での各般の課題（以下「地域生活課題」という。）を把

握し、地域生活課題の解決に資する支援を行う関係機関（以下「支援関係機関」とい

う。）との連携等によりその解決を図るよう特に留意するものとする。
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「制度の狭間」から社会福祉学の焦点へ 33 

生活問題の複雑さ
単純

出典：筆者作成。

支援対象集団の大きさ
個人 全体社会

複雑

図1 支援モデルの差異の概念図

譲りたい 8）。
以上を踏まえて各支援モデルの戦略上の位置づ
けを図に示せば，図1のようになろう。
いうまでもなく，この「社会保障モデルJと

「生活モデル」は，それぞれ岡村のいう「社会制
度」とソ ー シャルワー クを翻案したものである。
図1についていえば，岡村が主張しているのは，
「社会保障モデル」による生活支援には，個人の
生活の統合という，原理的に手の届かない領域が
あるというととだが，ここで，個人の生活が統合
されていないということは，個人のエコシステム
の因子聞の関係が個人の生活に悪影響を及ぼして
いる状況として，エコシステム的理解に回収でき
る。いいかえると，「社会関係の2重構造」は，
ニー ドの構造性への影響を通じてニー ドを複雑に
する原因の1つである。その意味では，ここでの
支援モデルは岡村理論をより 一 世化したものであ
るといえる。

3 .モデル聞の支援効率比較
さて，このように社会保障モデルと生活モデル

を定義したうえで，この両者の代替性について考

えてみよう。ここで重要なのは，社会保障モデル
が生活問題にどこまで適用可能かという問題であ
る。通常，このモデルに基づく支援は，生活問題
が単純であるほど，また対象となる集団が大きい
ほど，支援効率（＝支援によって要援護状態から
脱出する人数／施策に要するコスト）が高いとい
うことができる。他方で，生活問題が複雑になる
ほど，また対象となる集団が小さいほど，支援効
率は低くなってゆくだろう（図1)。
ここで社会保障モデルに基づく行政サ ー ビスを

実施する政府があるとして，この政府は，支援効
率がト ー タルとして最大になるようにさまざまな
施策を実施するとしよう（功利主義的政府）。こ
のとき，政府は，合理的に行為するかぎり，もち
ろん予算の範囲内で政策効率が高い順番に施策を
実施することになる。その結果，施策を順々に実
施してゆくに従って，追加的（限界的）な施策の
効果は逓減してゆくことになるはずである。
これに対して生活モデルは，個人の問題を集団

的に解決したり，社会資源を整備したりする方向
での発展によって支援効率が上昇する可能性があ
り，そこにはグル ー プワー クやコミュニティオー

社会福祉研究第122号

支援モデルを医学モデル、生活
モデル、社会保障モデルと概念
化することにより、医学モデル
に引きずられた診断学的アプロー
チ、社会保障モデルの日本の制度
的形態としての社会福祉事業＝
措置モデル、制度の隙間？！とし
ての生活モデルと理解できる。
これに支援効率も問題が組み合
わさり、なぜ、生活モデルが隙
間にならざるを得ないか、しか
し、今後は生活モデルへの転換
が重要だということになる。
（高橋コメント）

地域共生社会モデル

社会サービスによる 
包括的支援モデル ❓

社会制度を越える再統合
権利擁護と居住支援の意義



多様な居住支援と 

モデル事業の成果



北海道本別町（H26～）

岩手県雫石町（H26～）

福岡県福岡市（H26～）

奈良県天理市（H26～）

京都府京都市（H26～）

神奈川県川崎市（H26
～）

大分県豊後大野市（H26
～）

神奈川県横浜市（H26
～）

モデル事業の実施状況について

福岡県うきは市（H27～）

宮城県岩沼市（H27～）

秋田県横手市（H27～）

埼玉県和光市（H27～）

福岡県大牟田市（H28
～）

静岡県浜松市（H28～）

栃木県栃木市（H28～）

○平成28年度現在、15自治体がモデル事業を実施。 

○地域の社会資源・人的資源のつながりの中で、個々のニーズに応じた多様な取組が行われて
いる。
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「低所得高齢者等住まい・生活支援モデル事業」の概要
１．事業概要
　　自立した生活を送ることが困難な低所得・低資産高齢者等を対象に、社会福祉法人やＮＰＯ法人等が、地域連携・協働の
ネットワークを構築し、

　　 ➀既存の空家等を活用した住まいの確保を支援するとともに、
　　 ➁日常的な相談等（生活支援）や見守りにより、高齢者等が住み慣れた地域において継続的に安心して暮らせるよう体制を
整備すること

　 等について、国としても支援する。
２．実施主体
　　市区町村（社会福祉法人、ＮＰＯ法人等への委託可能）　
３．補助単価等
　　１事業当たり　5,106千円（定額）※最長3か年　　

家主

地域住⺠

病院

不動産仲介業者空家等を活⽤�
⾼齢者の住まい 地

域
連
携
・
協
働

の
�
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

化

団地

⼾建て

地域ごとに互助�
（互いの⾒守り）

相談援助や⾒守り

社会福祉法⼈�
・NPO法⼈等

①住まいの確保⽀援

事業実施主体 
（社会福祉法人 
・NPO法人等） 

24時間対応

地域包括⽀援センター

福祉事務所

住宅情報の提供・相談・⼊居⽀
援

地域⽀援 
の拠点

②⽣活⽀援

（事業のイメージ）

低所得・低資産、家族がいない、社
会的なつながりによる支援が乏しい、
心身の状況の低下により、居住の継
続が困難等

平成２６年度
より実施
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平成29年度老人保健等推進事業補助金による 
高齢者住宅財団企画・彼方舎制作 

フルバージョンは高齢者住宅財団HPで閲覧可能



高齢者住宅財団（平成２８年度）「低所得・低資産高齢者の住まいと生活支援の効果的な対応方策に関する調査研究事業」

低所得高齢者等住まい・生活支援モデル事業 
　～３年間の効果検証～

１　埋もれていたニーズの把握

　「居住継続が困難な高齢者の有無」について、実態が十分につかめていなかった。 
　　　◆　都道府県（回答数/４０）　： ７２．５％が「分からない」  
　　　 ◆　市 町  村（回答数/817）： ２２．２％が「いるが対応できていない」、３４．４％が「分からない」 

　　※　高齢者住宅財団（平成27年3月）「低所得の高齢者等への住まい・生活支援を行う事業の全国展開に関する調査研究報告書」

平成26年度からモデル事業を開始した、北海道本別町、岩手県雫石町、神奈川県横浜市、川崎市、京都市、奈良県天理市、福岡市、大分県豊
後大野市の8自治体の実績（平成28年12月末現在）より作成。

合計２４６世帯、２８２人の入居を実現した成果
【男女別】 【年齢階層別】【世帯構成別】

女性
0.539

男性
0.461

0% 25% 50% 75% 100%

17%7%3%10%14%10%39%

80歳以上
0.3617

75～79歳
0.1773

70～74歳
0.1915

60代（不詳）
0.0106

65～69歳
0.1241

65歳未満
0.1348

【相談経路別】

以下三枚　白川泰之氏作成

その他
0.0447

夫婦＋子
0.0244高齢者＋子

0.065

夫婦のみ
0.122

単身
0.7439



高齢者住宅財団（平成２８年度）「低所得・低資産高齢者の住まいと生活支援の効果的な対応方策に関する調査研究事業」

２　地域ネットワークの強化・充実

行政（福祉部局）

受託団体（社福、社協、NPO）

地域包括

医療機関

介護事業所

民生委員・住民組織
福祉関係者のネットワーク

の強化

行政（住宅部局）

不動産事業者

家  主

住宅関係者も含めた	
ネットワークの充実

　　住まいの確保を、空家特措法の対策と併せて実施。 

住宅問題を含めた複合的な課題解決を図る支援体制が構築された

　住民、住宅部局、福祉部局、福祉関係団体とが連携。 

⇒　見えづらかった入居者の生活上の課題を把握。 

空き家対策との連携～本別町公営住宅での連携～横浜市

総訪問者数   
配布物の 

ポスティングのみを含む

個別支援 
台帳作成数

民生委員への 
情報提供

509件（再訪問80件）　 250件 1件

調査 実施概要
第一次 町内全数調査
第二次 外観調査、データベース作成
第三次 所有者等への利活用意向アンケート
第四次 利活用意向のある空き家の詳細な現地調査
第五次 住居確保のニーズ調査・マッチング

       ◆　平成26年度既設立自治体 ： 京都市（平成24年9月）、福岡市（平成21年3月） 

       ◆　モデル事業開始後の設立 ： 川崎市（平成28年6月）、本別町（28年2月）　※町単位での設立は全国初

居住支援協議会との連携 ・ 設立

成果



高齢者住宅財団（平成２８年度）「低所得・低資産高齢者の住まいと生活支援の効果的な対応方策に関する調査研究事業」

３　施設「機能」の地域展開・ニーズへの柔軟な対応

【施設の機能を地域に展開】 

○ 在宅生活の限界点が高まることを実証した 
○ 施設入所者の地域移行の可能性を提示した　　　　　　　　

【ニーズへの柔軟な対応】 

制度の隙間に落ち、生活困窮、貧困ビジネスな
ど行き詰まる前の予防的対応ができた

・畑仕事を始めたほか、介護保険の通所介護を利用しなくて済むようになった。 

・転居後、同居の息子が積極的になり就職活動を始め、外出する機会も増えた。 

・一人で近所の地域の催しや教室に参加し、想定以上に生活を楽しんでいる。 

・養護老人ホームの業務補助や敷地内の畑仕事、椎茸の「足切」等の軽作業に従事。　　

入居後の生活の変化（例）

◆家賃や住宅の構造上の問題による住替え　　　　　　　◆養護、軽費、特養の入所要件に該当する者の入居 
◆退院後、自宅復帰までの調整を要する者の入居　　　◆立ち退き、住居喪失のため緊急受入れが必要な者の入居

【要介護区分】 【主な転居理由（複数回答）】

不明
0.0635区分不明等

0.0952要介護５
0.004要介護３

0.0397

要介護２
0.0675

要介護１
0.0952

要支援２
0.0556要支援１

0.0556

自立
0.5238

成果 成果

住宅の構造上の問題

住宅の立地の問題

家賃負担等の経済的問題

家族不和等の家庭内の問題

立ち退き・住居喪失

退院・退所先の確保

0 20 40 60 80

27

63

45

68

3
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空き屋活用によるシェア居住と 

新型多機能サービスの組み合わせによる

地域居住環境の整備の可能性







新型多機能サービス䛾創設について

１ 趣旨等

〇全国的に介護人財が不足し、大都市圏では施設整備のための地代・建設費が高騰する

中、介護専門職の処遇向上と在宅中重度者を最期まで地域で看取ることを可能にするた

めの仕組み。

〇小規模多機能の制度創設後１１年が経過し、利用世帯や認知症高齢者の増加傾向によ

り訪問サービスの利用者が増加する傾向にある等実際に利用するサービスの組合せが変

化してきていることも背景の１つ。

２ 具体的な内容

(1)「新型多機能サービス」の創設

★小規模多機能型居宅介護の中の一類型として追加する。

★要介護１以上の者を対象に、訪問・通いを中心に、泊りを含めたサービスを柔軟に組

み合わせて提供する（介護予防型は設けない）。

★訪問サービスの利用増に対応するため、登録定員の上限を５０人に引き上げる。

★登録者３人に対し介護職員１名（以上）を配置する。夜間は２名（以上）を配置する。

平成29年5月
地域包括ケア推進研究会

13
以下3枚は介護給付費分科会5月12日提出資料



★看護職員の配置は必須とせず、訪問看護ステーションの併設を条件とする。同一主体

であるかどうかを問わず、訪問看護の外付け・内付け（看護小規模多機能）のどちらも

可能とする。

〇計画作成責任者（ケアマネ）の内付けは現行どおりとする。

(2)「新型多機能サービス」の担い手等

〇既存の小規模多機能・看護小規模多機能・定期巡回から移行する場合のほか、グルー

プホーム・通所介護・訪問介護からの展開など様々なビジネスモデルが考えられる。

〇いきなり全国で一斉展開するのではなく、市町村の判断で、在宅医療の普及した日常

生活圏域などから徐々に展開していくことが考えられる。
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通い
サテライト

18名

訪問看護
（1日複数回・

短時間・リハビリも
対応）

訪問診療

通い
サテライト

18名

要介護Ⅰ以上

18名を超え
柔軟に対応

泊り
９人まで

訪問
23名～

通い
18人程度

福祉用具貸与

計画作成担当者（ケ
アマネ）

新型多機能サービス
訪問サービス䛾利用増に対応するため、
登録定員䛾上限を５０人に引き上げる

訪問介護

地域包括支
援センター

通所介護

定期巡回

訪問リハビリ

【新型多機能サービス䛾イメージ図】
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結語にかえて 
住まいと住まい方とは

❓



「住まい」の形態論

• 居住空間論　外山義の生活空間論 

• 居住関係論　 

• 家族同居の場合　配偶者同居・娘同居・息子同居 

• 単身居住の場合 

• いわゆる施設型共同居住　相部屋と個室とユニット型個室 

• とも(共・友・伴）暮らし型共同居住



ハードとしての住居
• 所有形態　持ち家　民営賃貸　公的賃貸　施設型 

• 住宅の様式　独立家屋　共同住宅　・・ 

• 住居規模　ベッドのみ・・・・・・・・ 

• 居住単位　床、室、戸、棟・・ 

• 住居の設え



「住まい方」論とは
• 前提としての尊厳を持った生活の確保　 

• プライバシーの確保　自助 

• 身の置き所としての居場所　自助を成り立たせる互助 

• 伴走型支援の存在 

• インフォーマルサポートの意義　 

• ケアの導入　制度活用あるいは制度外サービスの購入


